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第    号 

大気汚染防止法第 26 条第３項の規定による身分証明書 

 

職名及び氏名 

年  月  日生 

年  月  日発行 

年  月  日限り有効 

 

環 境 大 臣 

都道府県知事            印 

市    長 

     

写 

 

真 

大気汚染防止法抜すい 

第 26 条 環境大臣又は都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、政令で定めるところに

より、ばい煙発生施設を設置している者、特定施設を工場若しくは事業場に設置している者、揮発性有

機化合物排出施設を設置している者、一般粉じん発生施設を設置している者、特定粉じん排出者、解体

等工事の発注者若しくは受注者、自主施工者、特定工事を施工する者若しくは水銀排出施設を設置して

いる者に対し、ばい煙発生施設の状況、特定施設の事故の状況、揮発性有機化合物排出施設の状況、一

般粉じん発生施設の状況、特定粉じん発生施設の状況、解体等工事に係る建築物等の状況、特定粉じん

排出等作業の状況、水銀排出施設の状況その他必要な事項の報告を求め、又はその職員に、ばい煙発生

施設を設置している者、特定施設を工場若しくは事業場に設置している者、揮発性有機化合物排出施設

を設置している者、一般粉じん発生施設を設置している者若しくは特定粉じん排出者の工場若しくは事

業場、解体等工事に係る建築物等、解体等工事の現場若しくは水銀排出施設を設置している者の工場若

しくは事業場に立ち入り、ばい煙発生施設、ばい煙処理施設、特定施設、揮発性有機化合物排出施設  

、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施設、解体等工事に係る建築物等、水銀排出施設その他の物件

を検査させることができる。   

２ 前項の規定による環境大臣による報告の徴収又はその職員による立入検査は、大気の汚染により人の

健康又は生活環境に係る被害が生ずることを防止するため緊急の必要があると認められる場合に行う

ものとする。 

３ 第１項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示しなけれ

ばならない。 

４ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

第 31 条 この法律の規定により都道府県知事の権限に属する事務の一部は、政令で 定めるところによ

り、政令で定める市（特別区を含む。以下同じ。）の長が行うこととすることができる。  

第 35 条 次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。  

四 第 26 条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避した者  
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